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地方消費者行政の現状評価と課題 
２０１３年３月２８日 

弁護士 池本誠司 

１、消費生活相談体制は向上しつつある 

（１）実情 

  ①消費生活センターの増加 

  ②消費生活相談窓口の増加 

  ③消費生活相談員の増員 

（２）背景 

  ・消費者行政活性化交付金の重点的な使途として、消費生活相談窓口の整備、消

費生活相談員の養成が掲げられた。 

（３）検討課題 

  ・（論点２）小規模市町村の相談体制の整備 

  ・（論点３）国と都道府県による支援のあり方と役割分担 

 

２、消費者行政担当職員の配置や資質向上は進展がない 

（１）消費者行政担当職員はほとんど増えていない 

  ⇒別添１の２．（２）に、都道府県、政令市、市町村の内訳も加えて３年間の推

移をみる（「地方消費者行政の現況（平成２４年度・第二次）」１８頁。H２１年分は「同

報告書・第１次」１８頁）。 

 H２１年 H２２年 H２３年 H２４年 21⇒24増減 23⇒24増減 

全自治体計 ５，１９０ ５，２２６ ５，１８０ ５，１８２  △ ８  ＋ ２ 

 専任職員 １，４９４ １，５７０ １，５８８ １，５６０  ＋６６  △２８ 

兼任職員 ３，６９６ ３，６５６ ３，５９２ ３，６２２  △７４  ＋３０ 

都道府県 １，０６２ １，０８７ １，０９３ １，０７０ ＋ ８  △２３ 

 専任職員   ７９６ ８４８ ８６１ ８４０  ＋４４  △２１ 

兼任職員   ２６６   ２３９   ２３２   ２３０  △３６  △ ２ 

政令市   ２３７    ２７１ ２４４   ２５４ ＋１７  ＋１０ 

 専任職員   ２２２   ２３１    ２２７   ２３３  ＋１１  ＋ ６ 

兼任職員    １５    ４０     １７    ２１  ＋ ６  ＋ ４ 

市町村 ３，８９１ ３，８６８ ３，８４３ ３，８５８ △３３  ＋１５ 

 専任職員   ４７６ ４９１    ５００    ４８７  ＋１１  △１３ 

兼任職員 ３，４１５ ３，３７７ ３，３４３ ３、３７１  △４４  ＋２８ 

市町村数(４月) １，７８３ １，７３３ １，７３０ １，７２５  △５８ △ ５ 

 

資料７
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（２）評価 

  ①活性化基金による集中強化・育成期間であるにもかかわらず、消費者行政担当

職員合計数は３年間で８名減少している。 

  ②専任と兼任の内訳 

専任職員が３年間で６６名増加し、兼任職員が７４名減少していることは、

実質的な増員と評価できるように見えるが、H２３年から H２４年は専任職員

が２８名減少し、兼任職員が３０名増加しており、実質的に減少したと評価す

べきである。 

  ③都道府県・政令市・市町村の内訳 

   ・都道府県は、３年間で８名増加（専任４４名増加）であるが、H２３年から

２４年は２３名減少（専任２１名減少）である。 

   ・政令市は、３年間で１７名増加（専任１１名増加） 

   ・市町村は、３年間で３３名減少している。市町村合併の影響も考えられるが、

H２３年から２４年は専任１３名減少、兼任２８名増加であり、合併にかか

わらず実質的に減少している。 

（３）原因分析 

  ① 消費者行政の強化が地方自治体独自の政策判断となっていない 

・消費者行政活性化交付金は担当職員の配置には利用できないため、自治体独

自の人員配置の意思決定が必要。 

   ・相談窓口の整備と相談員の配置のほかに、消費者行政職員を増員して推進す

べき政策課題が伝わっていないのではないか。 

  ② 国セン・消費者庁による消費者行政担当職員向け研修が不十分 

・国民生活センターは、消費生活相談員の研修は活発に行われているが、消費

者行政職員研修のコマはほとんど増えていない。 

   ・消費者庁は、特定商取引法の都道府県担当職員向け研修は実施しているが、

その他の消費者行政担当職員研修はごくわずかしか実施していない。 

   ⇒国セン・消費者庁の自治体職員向け研修カリキュラムのデータの分析が必

要。 

  ③ 都道府県による市町村消費者行政担当職員向け研修が不十分 

   ・都道府県の多くは、消費生活相談員向け研修に担当職員の参加を認める程度

にとどまり、担当職員を対象とした固有のカリキュラムを設定していない。 

・「地方消費者行政の現況平成２４年・第二次」１３７頁以下（資料４：消費

者行政関係研修実施状況）によれば、「消費者行政担当職員新任研修」など

職員向けの研修テーマを設定していると認められる都道府県は、東京、神奈

川、埼玉、静岡、三重、兵庫、広島、島根、鳥取、高知、宮崎、熊本の１２
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程度である（ほかに、対象者を「相談業務担当職員」と表示しながら、研修内容

を「相談員養成講座」や「相談員レベルアップ研修」としている例もあり、職員向

け研修か否か不明確なものが多いため、不正確な推計である）。 

    ⇒消費者行政担当職員研修の実施状況やカリキュラムの内容を正確に調査

する必要があるのではないか。 

（４）検討課題 

  ①消費者行政担当職員が消費者行政の重要性と取組課題を理解し、自治体内で積

極的な政策立案・予算要求・政策展開ができるよう、資質向上に向けた研修を

飛躍的に充実すべきではないか。 

  ②国セン・消費者庁が消費者行政担当職員向けの総合的な研修カリキュラムを整

備し、国センによる実施とともに、都道府県による市町村職員研修の実施を支

援すべきではないか。 

 

【参考】 

 ・研修テーマとしては、次のような課題が考えられる。 

①「地方公共団体における消費者行政の意義と役割、消費者基本法、消費者安全法等」 

②「消費生活相談の機能と職員の役割、PIO-NET入力と検索・管理等」 

③「消費生活相談に活用する主な法律」（特定商取引法、消費者契約法、割賦販売法、インタ

ーネット取引関連法制度、個人情報保護法など） 

④「相談情報の活用と消費者啓発の取組」 

⑤「消費者行政と高齢者部門の連携の取組」 

⑥「消費者教育推進法と自治体の取組課題」 

  ⑦「自治体における消費生活基本計画等の総合的な政策推進、消費生活条例の活用」 

⑧（都道府県職員）「特定商取引法、景品表示法、ＪＡＳ法等の執行」 


